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ＳＤＧｓ未来都市亀岡



２０１１年自殺対策委員会を設置

図表１ 亀岡市の自殺者数

自殺対策の必要性
外傷による死亡原因は自殺が最も多い

出典：人口動態統計（厚生労働省）
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自殺対策委員会名簿
区分 所属団体

市民団体等 １ 亀岡市民生委員児童委員協議会

関係機関等

２ 京都文教大学 臨床心理学部

３ 亀岡市医師会

４ 亀岡市薬剤師会

５ 京都司法書士会

６ 亀岡市障害者相談支援センター「お結び」

７ 亀岡市生活相談支援センター

８ 亀岡市地域包括支援センター

９ 亀岡市社会福祉協議会

行政関係

10 亀岡警察署

11 京都府南丹保健所

12 亀岡市地域福祉課

13 亀岡市障がい福祉課

14 亀岡市健康増進課

15 亀岡市市民課

16 亀岡市自治防災課 3



出典：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省）
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出典:地域における自殺の基礎資料(厚生労働省)

データに基づく客観的課題（継続）
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図表３ 亀岡市の自殺者数(年齢別)

男 女

２０１１～２０２２年

（歳）

勤労者世代の自殺者が多い
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【自殺の要因は健康問題、経済・

生活問題、勤務問題が多い】

家庭問題 健康問題 経済・生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他

※不明を除く。 ※重複あり。

出典:地域における自殺の基礎資料(厚生労働省)

（件）

図表４ 亀岡市の各年の自殺要因
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データに基づく客観的課題(継続)



「精神的な疾患による自殺者の割合が多い」

データに基づく客観的課題（継続）

図表５ 健康問題による自殺者の要因別内訳
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うつ病

33人

身体の病気

14人

統合失調症

8人

その他の精神疾患

7人

身体障害の悩み

1人

その他

1人

出典：警察庁自殺統計原票データを厚生労働省において特別集計2009～2018年



「負債による自殺者の割合が多い」

データに基づく客観的課題（継続）

図表６ 経済・生活問題による自殺者の要因別内訳

出典：警察庁自殺統計原票データを厚生労働省において特別集計2009～2018年 8

多重債務
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「職場の人間関係による自殺者の割合が多い」

データに基づく客観的課題（新規）

図表７ 勤務問題による自殺者の要因別内訳

出典：警察庁自殺統計原票データを厚生労働省において特別集計2009～2018年 9

職場の人間関係

4人

仕事の失敗

2人

職場環境の変化

1人

仕事疲れ

1人

その他

1人



主観的・客観的課題の整理

10
重点課題の設定

・（新）精神疾患を抱える人は治療を

中断している人が多く、孤立化を防

ぐことが重要

・（新）自分のことを聞いてほしいと

思っている人もいる

・ （新）自殺に係る課題は多く、幅広

い世代へのアプローチが必要

経験に基づくもの

・（継）勤労者世代の自殺者が多い

（図表３）

・（継）健康問題（精神的な疾患）によ

る自殺者の割合が多い（図表５）

・（継）経済・生活問題（負債）による

自殺者の割合が多い（図表６）

・（新）勤務問題（職場の人間関係）に

よる自殺者の割合が多い（図表７）

データに基づくもの

（自殺対策委員会での意見）



課題解決のための方向性と対策

11

課 題 方 向 性 対 策
・（継）健康問題（精神的な疾患）に
よる自殺者の割合が多い
・（新）精神疾患を抱える人は治療
を中断している人が多く、孤立化
を防ぐことが重要
・（新）自分のことを聞いてほしい
と思っている人もいる

健康問題（精神的な疾患）
を抱える市民からの包括
的な相談を受ける
(自殺は様々な社会的要因に追
い詰められた末に発生する)

①「福祉なんでも相談窓
口」による包括的な相談
対応プログラム

・（継）勤労者世代の自殺者が多い

・（新）勤務問題（職場の人間関係）

による自殺者の割合が多い

・（新）自殺に係る課題は多く、幅

広い世代へのアプローチが必要

相談窓口の周知
②相談窓口啓発プログラ
ム

・（継）経済・生活問題（多重債務）

による自殺者の割合が多い

生活困窮・多重債務によ
る自殺者を増加させない

③生活困窮者支援プログ
ラム



レベル別の対策

別添資料を
御覧ください
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レベル別対策の事例紹介

２４時間対応可能な相談窓口の設置

京都いのちの電話

よりそいホットライン

時間を気にすることなく、
いつでもどこでも相談できる環境の整備

13



進行状況 計画

～
2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

～

①「福祉なんでも相談
窓口」による相談対応
プログラム

②相談窓口啓発プログ
ラム

③生活困窮者支援プロ
グラム

プログラムの運営状況

14

継続

継続

図表８

対象拡大継続

窓
口
開
設



①精神保健福祉支援を中心とした自殺防止・孤立防止への
相談対応プログラムを福祉なんでも相談窓口へ発展
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課 題 健康問題（精神的な疾患）による自殺者が多い

目 標 健康問題（精神的な疾患）による自殺者を減らす

内容等

【内容】

精神的な疾患を抱える市民は、ひきこもりで孤立
している事が多い。複合的な課題を持っている。

⇓
２０２０年度から属性や世代を問わない「福祉な
んでも相談窓口」を市役所に開設し、幅広い相談
に対応。

【対象】 福祉に関する様々な相談を抱える市民

（短・中期）
態度や行動の変化

【指標】
相談対応支援実施数

【測定】
活動報告書

（長期）
状態や状況の変化

【指標】
健康問題による自殺者数

【測定】
厚労省資料



相談支援体制の充実

「福祉なんでも相談窓口」による
相談対応プログラム活動状況
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医療・地域・行政・専門機関等へのつなぎ・連携した支援

孤立・ひきこもりに
対応

社会福祉協議会の
総合相談窓口

生活困窮者に対応

生活相談支援センター

中核機関として機能

複合的な課題に対応する
「福祉なんでも相談窓口」

精神的疾患を持つ人に対応

自殺対策委員会のネットワーク



実 績
対策委員
会の関わ

り
2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

亀岡市 268 414 391 457 638 479
委員会で
相談結果
の報告及
び情報共
有

社協 107 62 80 199 181 179

支援セ
ンター

999 842 1,105 4,683 2,775 1,732

プログラムの活動実績

17

継続

図表９ 関係機関相談窓口支援回数

生活福祉資金の特例貸付の相談で急増

（回）
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自殺未遂者

消防署からのつなぎ

福祉なんでも
相談窓口

支援機関

地域の見守り体制・情報共有

医療機関

入院・治療

家族

不安な家族への支援

自殺対策委員会のネットワークで支援

民生委員
包括・障がい・高齢

訪問・電話で対象者の話し相手となり、
不安な気持ちを受け止める

相談対応プログラム活動状況

事例紹介
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図表１０

プログラム評価結果（短期・中期）

（人） 自殺防止・孤立防止への相談対応支援実施数
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出典:地域における自殺の基礎資料(厚生労働省)
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②相談窓口啓発プログラム（継続）

21

課 題

・勤労者世代の自殺者が多い

・（新）自殺に係る課題は多く、幅広い世代への

アプローチが必要

目 標 幅広く相談窓口を周知する

内容等
【内容】

街頭啓発、企業へのアンケート、チラシの配布、図書
館・各イベント等での広報・掲示・啓発。
ゲートキーパー養成講座開催、京都女子大学の学生
と協働で啓発ポスター作成、ライフライン事業者と見
守り協定締結。

【対象】 悩みを抱える市民

（短・中期）
態度や行動の
変化

【指標】
相談者数と自殺者数

【測定】
地域福祉課資料
厚労省資料

（長期）
状態や状況の
変化

【指標】
自殺率

【測定】
厚労省資料



22

相談窓口啓発プログラム活動状況

（１）新型コロナを考慮しつつ、街頭啓発と
市役所エントランスホールでの展示による啓発

展示内容を自殺
対策委員会で検討

対策委員会のメンバー
で啓発を行いました
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相談窓口啓発プログラム活動状況

（２）世代や属性ごとの啓発
① 女性への啓発

地域福祉課カウンターに設置

生理用ナプキン
配布用紙袋に同封

女性トイレに設置



高齢者向けのサロン等が新型コロナ

で閉鎖

↓

孤立する高齢者の自殺を防止する

ため、自殺対策委員会（民生委員）

から、相談窓口の案内と“こころ”

のチェックシートを配布。

24

② 高齢者への啓発

相談窓口啓発プログラム活動状況



出典:地域における自殺の基礎資料(厚生労働省)

亀岡市の自殺者数
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メンタルヘルスの取組は小規模事業者で遅れていたため、商工会議所
と連携して啓発チラシを配布

③ 勤労者への啓発
相談窓口啓発プログラム活動状況
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相談窓口啓発プログラム活動状況
④ 事業者などへの啓発

自殺対策委員会と京都女子大学
の学生が協働で制作
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薬局等でポスター掲示・相談カード配布

自殺対策委員会（薬剤師会）として協力

コンビニ・駅・公共施設などにも掲示



ストレス度
強弱

落ち込み度
強弱

相談窓口啓発プログラム活動状況
⑤ 事業者などへの啓発

スマートフォンで簡単に
29



出典：亀岡市心の健康づくりアンケート
２０２１年１２月実施 30
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図表１３

相談窓口啓発プログラム活動状況

⑥ 事業者アンケート

アンケート：職場で従業員の心の健康づくりに取り組んでいますか？
(％)
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相談窓口啓発プログラム活動状況
⑦ ゲートキーパー養成講座

市職員・寄り添いサポーターが参加



●業務中にお客様の「異変」を感じた

（いつも応対に出てくれる人が出てこない・

連絡が取れない・チラシが溜まっているなど）

⇒ 市役所へ通報していただき対応
32

相談窓口啓発プログラム活動状況

⑧ ライフライン事業者との見守り協定

新聞・配食・ガス・電気・水道などの事業者と協定

を締結【２０２３年３月現在：５０社】



プログラム評価結果（短期・中期）

出典:地域福祉課資料・地域における自殺の基礎資料(厚生労働省)
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(回) (人)



34

プログラム評価結果（長期）
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③生活困窮者支援プログラム（継続）
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課 題 経済的な問題による自殺者が多かった

目 標 経済的な問題による自殺者を再度増やさない

内容等
【内容】

司法書士会との連携により、早期に経済的生活再
建を図る。
生活相談支援センターと連携し、生活困窮者の相談
支援を実施。各種事業を活用して生活を支援。

【対象】 生活困窮・多重債務等、経済的な問題を抱える市民

（短・中期）
態度や行動の
変化

【指標】
生活相談支援センター相談件数

【測定】
活動報告書

（長期）
状態や状況の
変化

【指標】
経済的理由による自殺者数

【測定】
厚労省資料



実績と
今後の
予定

実 績

対策委員会
の関わり201７

年度
2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

多重債
務相談
者数

延８２人 延８２
人

延９4人 延100
人

延１０0
人

延１０9
人

委員会にて相
談結果の報告
及び情報共有

生活困
窮相談
件数

１５２件 ９９件 １３４件 ６９４件 ４０８件 208件

プログラムの活動実績

36

継続

継続

図表１６ 相談対応件数



懸念：２０２０年は新型コロナの影響により、経済的

な理由での自殺者が増加するのでは・・・

結果：特別定額給付金・生活福祉資金特例貸付・住居確保

給付金などの施策策が講じられ、コロナ禍における

生活困窮者の生活が支援されてきたことにより、経

済的な理由による自殺者の大幅な増加を防げたと考

えられる。

37

データに基づく客観的課題（新規）



支援団体が自殺対策委員会の構成メンバー。

行政の福祉施策と連携しながら支援を担えている。

住居確保給付金・家計改善・就労支援・緊急食糧支
援などの支援

経済的困窮者からの相談

必要に応じて、司法書士会・地域包括支援センター・
社会福祉協議会・民生委員などへの繋ぎ

支援策１

38

生活困窮者支援プログラム活動状況



司法書士会へ多重債務者をつなぐ

多重債務者からの相談

支援策２

司法書士による多重債務問題の解決支援

多重債務相談と生活困窮者自立支援事業の一体的

な活用
39

生活困窮者支援プログラム活動状況
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生活困窮者支援プログラム活動状況

事例紹介
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プログラム評価結果（短期・中期）

(件) 図表１７ 生活相談支援センター 相談件数
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図表１８ 経済的理由による自殺者数

出典:地域における自殺の基礎資料(厚生労働省)

【経済的理由による自殺者数は減少傾向】
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自殺対策計画の策定

２０１９年３月：
自殺対策委員会が全面的に関わり『亀岡市
自殺対策計画』を策定 ⇒ 市長へ提言
計画期間（５年間）
２０24年：計画改定予定



気付きや変化

●自殺念慮を持つ人の行動を止めるため、
幅広い市民への啓発を行うと共に、困り
ごとにとらわれない幅広い相談を受け付
け、早期の支援に繋げた。

●新型コロナ禍等での自殺者数の急増を止
めるため、自ら相談窓口に繋がりにくい
人への啓発が必要。市民団体や市内事業
者と協働で啓発活動を行った。
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現在の課題と今後の対応

●ひきこもりの人・健康問題（うつ病）で悩む人
に対する手厚い支援（孤立・精神疾患・就労
など）が必要である。

●勤務問題で悩む人に対する相談窓口の周知や事業
者のメンタルヘルス対策の啓発が必要である。

●新型コロナや物価高騰等の影響で自殺者が増加し
ないよう、経済的な支援と啓発活動を続ける必要
がある。
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今後の計画

プログラム① 継続 福祉なんでも相談窓口の常設

プログラム② 継続 市民や事業者への啓発活動

プログラム③ 充実 重層的支援体制を活用した
幅広い支援体制の構築

2023 2024 2025 2026 2027 2028

ＳＣ再々々認証
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